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南海トラフ巨大地震対策の基本的方向

今後検討すべき主な課題

具体的に実施すべき対策

南海トラフ巨大地震の特徴 被害はこれまで想定されてきた地震とは全く異なるものと想定

○広域かつ甚大な人的被害、建物被害、ライフライン、インフラ被害の発生 ○膨大な数の避難者の発生 ○被災地内外にわたる全国的な生産・サービス活動への多大な影響
○被災地内外の食糧、飲料水、生活物資の不足 ○電力、燃料等のエネルギー不足 ○帰宅困難者や多数の孤立集落の発生 ○復旧・復興の長期化

超広域にわたり強い揺れと巨大な津波が発生
避難を必要とする津波の到達時間が数分

○主な課題と課題への対応の考え方

○南海トラフ巨大地震の発生確率 ○予測可能性と連動可能性 ○長周期地震動への対応

（１）津波からの人命の確保
○津波対策の目標は「命を守る」、住民一人ひとりが主体的に迅速に適切に避難
○即座に安全な場所への避難がなされるよう地域毎にあらゆる手段を講じる

（２）各般にわたる甚大な被害への対応
○被害の絶対量を減らす観点から、耐震化や火災対策などの事前防災が極めて重要
○経済活動の継続を確保するため、住宅だけでなく、事業所などの対策も推進する必要
○ライフラインやインフラの早期復旧につながる対策は、あらゆる応急対策の前提として重要

（３）超広域にわたる被害への対応
○従来の応急対策、国の支援・公共団体間の応援のシステムが機能しなくなるおそれ
○日本全体としての都道府県間の広域支援の枠組みの検討が必要
○避難所に入る避難者のトリアージ、住宅の被災が軽微な被災者の在宅避難への誘導
○被災地域は、まず地域で自活するという備えが必要

（４）国内外の経済に及ぼす甚大な影響の回避
○被災地域のみならず日本全体に経済面で様々な影響
○日本全体の経済的影響を減じるためには主に企業における対策が重要
○経済への二次的波及を減じるインフラ・ライフライン施設の早期復旧
○諸外国への情報発信が的確にできるような戦略的な備えの構築

（５）時間差発生等態様に応じた対策の確立
○複数の時間差発生シナリオを検討し、二度にわたる被災に臨機応変に対応

（６）外力のレベルに応じた対策の確立
○津波対策は、海岸保全施設等はレベル１の津波を対象とし、レベル２の津波には「命を守る」こと

を目標としてハード対策とソフト対策を総動員
○地震動への対策は、施設分野毎の耐震基準を基に耐震化等を着実に推進
○災害応急対策は、オールハザードアプローチの考え方に立って備えを強化

○事前防災 （津波防災対策、建築物の耐震化、火災対策、土砂災害・液状化対策、ライフライン・インフラの確保対策、教育・訓練、ボランティア活動、総合的な防災の向上 等）
○災害発生時対応とそれへの備え （救助・救命、消火活動、緊急輸送活動、物資調達、避難者・帰宅困難者対応、ライフライン・インフラの復旧、防災情報対策、広域連携・支援体制 等）
○被災地域内外における混乱の防止 ○多様な発生態様への対応 ○様々な地域的課題への対応 ○本格復旧・復興

（２）対策を推進するための組織の整備
○広域的な連携・協働のための南海トラフ巨大地震対策協議会の積極的活用及び法的な位置づ

けの必要性

（１）計画的な取組のための体系の確立
○総合的な津波避難対策等の観点等から、対策推進のための法的枠組の確立が必要
○南海トラフ巨大地震対策のマスタープランの策定とともに、事前防災戦略の具体化に当たっては、

項目毎に目標や達成の時期等をプログラムとして明示
○応急対策についても、具体的な活動内容に係る計画を策定

（３）戦略的な取組の強化
○ハード・ソフト両面にわたるバランスのとれた対策の総合化
○府省を超えた連携、産官学民の連携など、国内のあらゆる力を結集
○住民一人ひとりの主体的な防災行動が図られるよう、生涯にわたって災害から身を守り、生きること

の大切さを育む文化を醸成
○国、地方を通じた防災担当職員の資質向上や人材ネットワークの構築が大切

（４）訓練等を通じた対策手法の高度化
○行政・地域住民・事業者等の地域が一体となった総合的な防災訓練の継続的な実施
○実践的な津波避難訓練による避難行動の個々人への定着

（５）科学的知見の蓄積と活用
○地震・津波及びその対策に関する様々な学問分野の学際的な連携
○防災対策に関する応用技術の開発・普及の促進

○対策を推進するための枠組の確立

南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）の概要（平成25年５月）
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揺れによる被害の全体像
道路の亀裂や陥没、トンネルや橋梁等の被害が生じ、道路交通が寸断 鉄道が設備被害や点検のために運行を停

止帰宅困難者や車内への閉じ込めが発生

液状化が発生し、建物やライ
フラインの被害につながる

建物や設備の被害により、事
業の継続は困難になるおそれ

液状化が発生し、建物やライ
フラインの被害につながる
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電力、通信、上・下水道、都市ガスといった
ライフラインの供給にも、広域的に支障が生じる

鉄道等急傾斜地、地すべり等

液状化 商業ビル等

木造密集市街地を中心に大
規模な火災が発生

旧耐震基準の建物を中心に倒壊や圧壊が
発生し、生命の危険に直結するおそれ

ライフライン

高層階では長周期地震動により大き
な横揺れが発生し、家具等が転倒

高層建築物

出典：地震本部

出典：キロクマ

出典：地震本部 出典：キロクマ 出典：地震本部出典：神戸市 出典：国土交通省

出典：キロクマ

道路・橋梁等
出典：キロクマ出典：地震本部 出典：神戸市

住宅

イラスト出典：地震本部

石油コンビナード他

文化財等 港湾、空港等

孤立集落等



揺れによる被害推計 内閣府
建物被害・人的被害：平成24年８月

番号 都道府県名 揺れ 液状化 津波 急傾斜地崩壊 火災 合計
1 茨城県 - - 約20 - - 約20
2 千葉県 - 約70 約400 - 約10 約400
3 東京都 - 約1,000 約40 - 約100 約1,200
4 神奈川県 約20 約700 約100 - 約80 約900
5 山梨県 約5,900 約700 - 約100 約900 約7,600
6 長野県 約700 約1,500 - 約90 約40 約2,400
7 岐阜県 約3,900 約3,800 - 約20 約400 約8,200
8 静岡県 約215,000 約4,800 約700 約500 約43,000 約264,000
9 愛知県 約243,000 約23,000 約300 約400 約119,000 約386,000

10 三重県 約163,000 約6,500 約5,000 約800 約48,000 約223,000
11 滋賀県 約7,800 約2,600 - 約80 約2,700 約13,000
12 京都府 約12,000 約3,700 - 約30 約54,000 約70,000
13 大阪府 約59,000 約16,000 約700 約100 約260,000 約337,000
14 兵庫県 約27,000 約3,600 約2,200 約200 約20,000 約53,000
15 奈良県 約26,000 約5,000 - 約200 約16,000 約47,000
16 和歌山県 約97,000 約5,200 約25,000 約600 約46,000 約174,000
17 岡山県 約18,000 約5,200 約90 約200 約11,000 約34,000
18 広島県 約11,000 約12,000 約200 約300 約1,100 約24,000
19 山口県 約1,300 約3,000 約400 約50 約50 約4,800
20 徳島県 約90,000 約4,400 約7,400 約500 約22,000 約125,000
21 香川県 約37,000 約4,600 約900 約100 約12,000 約55,000
22 愛媛県 約117,000 約7,400 約14,000 約400 約53,000 約192,000
23 高知県 約167,000 約1,400 約46,000 約1,100 約22,000 約237,000
24 福岡県 - 約300 約30 - 約10 約300
25 熊本県 約30 約3,100 約40 約20 約30 約3,200
26 大分県 約3,000 約2,600 約24,000 約300 約600 約31,000
27 宮崎県 約39,000 約4,000 約25,000 約400 約14,000 約83,000
28 鹿児島県 約100 約4,500 約1,200 約20 約20 約5,900
29 沖縄県 - - - - - -

合計 約1,346,000 約134,000 約154,000 約6,500 約746,000 約2,386,000

〇都道府県別（南海トラフ地震防災対策推進地域）の全壊棟数（地震動：陸側ケース、津波ケース⑤、冬 18 時、風速 8m/s、九州
地方が大きく被災するケース）

ー:わずか
（注）今回の被害想定は、マクロの被害を把握する目的で実施しており、都府県別の数値はある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（単位：棟）
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※ [国]→国土交通省、[文]→文部科学省、 [消]→消防庁 5

揺れ対策における主な施策の進捗状況 (令和4年度調査時点)

項目 進捗状況 進捗状況に対する原因の分析 期待される効果
住宅の耐震化率 【国】 概ね解消 (R7) ⇒約87%  (H30推計)

（※住生活基本計画（R3.3閣議決定）において、
新たな目標を「概ね解消（R12）」と設定）

• 耐震化に要する費用負担等の課題があり、H30推計に基
づく耐震化率及びそれまでの進捗の傾向を踏まえると目標
の達成が困難であったことから、目標を５年間延長し、引
き続き耐震改修促進法に基づく各種措置や耐震診断・改
修等に係る財政的支援等を行っている。

人的・建物被害の減少

多数の者が利用する建築物の耐
震化率【国】

95% (R2) ⇒約89% (H30推計) • 耐震改修促進法に基づく各種措置や耐震診断・改修等
に係る財政的支援等を行っている。

人的・建物被害の減少

耐震診断義務付け対象建築物の
耐震化率【国】

概ね解消 (R7) ⇒ 約71％ (R4)
（うち要緊急 約90％）

• 耐震改修促進法に基づく各種措置や耐震診断・改修等
に係る財政的支援等を行っている。

人的・建物被害の減少

家具の固定率 【内・消】 65% (R5d) ⇒35.9% （R4d) • 世論調査の結果、家具の固定をしない理由について、
「やろうと思っているが先延ばしにしてしまってい
るから」との回答が特に多く、具体的な行動を促す
ことが重要であるという観点から、パンフレット、
都道府県、自治体宛て事務連絡や政府広報ラジオ番
組の放送などで周知を行っている。引き続き、これ
らの取組を通じて、国民が災害を我が事と捉え、具
体的な行動を取れるよう、自治体等とも連携しなが
ら、効果的に普及啓発を図っていく。

建築物の屋内の安全確保
⇒人的被害の減少

学校の耐
震化
【文】

公立学校の耐震化 耐震化完了 (R2) ⇒99.6% (R3d) • 構造体の耐震化は概ね完了しているものの、対象施設には、
統合や廃校の検討を行っている学校も含まれていることなどか
ら、100％の耐震化を完了するために時間を要している。

児童生徒等の安全確保と災害発生
時の地域住民の応急的な避難所等
の確保
⇒人的・建物被害の減少

国立学校の耐震化 耐震化完了 (早期) ⇒99.5% (R3d) • 構造体の耐震化は概ね完了しているものの、対象施設には、
移転等が必要であり計画的に耐震化を進め ている建物や、
改築等により取り壊しの検討を行っている建物も含まれている
ため、100%の耐震化を完了するために時間を要している。

児童生徒等の安全確保と災害発生
時の地域住民の応急的な避難所等
の確保
⇒人的・建物被害の減少

私立学
校の耐
震化

大学等 耐震化完了 (早期) ⇒94.0% (R2d) • 構造体の耐震化を着実に進めているが、対象施設には、移
転等が必要であり計画的に耐震化を進めている建物や、改
築等により取り壊しの検討を行っている建物も含まれているた
め、100%の耐震化を完了するために時間を要している。

児童生徒等の安全確保と災害発生
時の地域住民の応急的な避難所等
の確保
⇒人的・建物被害の減少高校等 耐震化完了 (早期) ⇒92.3% (R2d)



6※ [国]→国土交通省、[厚]→厚生労働省、 [消]→消防庁、 [警]→警察庁、 [気]→気象庁

揺れ対策における主な施策の進捗状況 (令和4年度調査時点)

項目 進捗状況 進捗状況に対する原因の分析 期待される効果

医療施設
の耐震化
【厚】

病院の耐震化率 80% (R2d)⇒78.7%（R3d) • 建て直し時期等の個別計画との調整等やむを得
ない事情により進捗が遅れたため。

病院の耐震化率の向上
⇒人的・建物被害の減少

災害拠点病院及び救命
救急センターの耐震化
率

95% (R5d)⇒94.6%  (R3d) • 適切に耐震整備を実施している。 病院の耐震化率の向上
⇒人的・建物被害の減少

防災拠点
となる公
共施設等
の耐震化

警察本部・警察署の
耐震化率【警】

97%（R2d）⇒ 98.0%（R4d） • 警察施設の耐震改修や建替等を行うことにより、順
次未完了の警察施設の耐災害性の強化を図ってい
る。

建築物の耐震化
⇒人的・建物被害の減少、業務継続の

確保

防災拠点となる公共
施設等の耐震化率
【消】

100%⇒96.2%（R3d） • 着実に取組が進んでおり、未耐震の防災拠点となる
公共施設は減少している。

建築物の耐震化
⇒人的・建物被害の減少

官庁施設の耐震性能の確保率 【国】 100% (R5d)

⇒96% (R3d)

• 耐震性能の確保率は毎年度増加しており、順調に
進捗している。

人的被害の減少、被害後の行政機能
の早期回復
⇒二次被害の減少

緊急地震速報の予想誤差±１階級以
内の割合【気】

85%以上 (H27d)

⇒88% (R4d)

• 緊急地震速報の迅速化・精度向上に向けた検討
を進めるとともに、より確度高く震源やマグニ
チュードを推定するため、多種類の地震観測
データを統合的に自動処理する手法の高度化に
取り組んでいる。

情報発表の迅速化・確実化
⇒人的被害、交通機関・設備被害
の減少



7※ [国]→国土交通省、[経]→経済産業省、 [厚]→厚生労働省、 [林]→林野庁

揺れ対策における主な施策の進捗状況 (令和4年度調査時点)

項目 進捗状況 進捗状況に対する原因の分析 期待される効果
急傾斜地の崩壊による災害か
ら保全される戸数 【国】

352千戸（R5d) ⇒ 357千戸 (R3d) • 急傾斜地崩壊対策を毎年度適切に実施してい
る。

人的・建物被害の減少

大規模
盛土造
成等の
耐震化
【国】

大規模盛土造成地
マップの公表率

100% (R1d) ⇒ 100% (R1d) • 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊
急対策」に基づき、着実に進捗したため。

宅地被害の防止

液状化ハザード
マップの公表率

100% (R2d) ⇒ 100% (R2d) • 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊
急対策」に基づき、着実に進捗したため。

地震避難向上
⇒人的被害の減少

森林の山
地災害
等防止
機能等の
維持増
進 【林】

山地災害防止機能
等が適切に発揮され
た集落の数

58.6千集落(R5d) ⇒ 56.8千集落
(R2d)

• 治山事業の実施により、山地災害危険地区等に
おける予防対策等を着実に推進している。

山地災害発生の防止・軽減
⇒人的・建物被害の減少

機能が良好に保たれ
ている森林の割合

75% (R5d) ⇒ 65.3%  (R2d) • 台風等の自然災害による被災箇所への対応等に
ついて、再度災害防止に向け、優先的に実施した
ため。

森林の山地災害防止機能等の維持増進
⇒人的被害、土砂災害の減少

ライフライ
ン施設の
耐震化
等

低圧ガス導管につい
てポリエチレン管等の
高い耐震性を有する
導管の割合 【経】

90% (R7d) ⇒ 91.5% (R3d) • 「ガス安全高度化計画２０３０」に基づき、耐震
性の高い導管への取替えを積極的に促進している。
なお、現在は新たに95%（R12d）の目標を設
定し、更なる取組を進めている。

設備被害の減少

上水道の基幹管路
の耐震適合率【厚】

50%（R4d）⇒ 41.2%（R3d） • 「防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化
対策に基づき、上水道基幹管路の耐震化を着実
に推進している。

大規模かつ長期的な断水リスクの減少
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揺れ対策における定性目標の取組状況について (令和4年度調査時点)

分野 目標 これまでの取組状況
電気
[経]

発電・送電システ
ムの耐震化等

・系統に与える影響が比較的大きい発電事業の用に供する発電用火力設備
を対象に、一定の耐震性を確保することを技術基準に規定した。

ガス
[経] 

都市ガス設備の
耐震化

・ポリエチレン管など耐震性の高い導管への取替えを積極的に促進し、耐
震化の向上を図っている。

水道
[厚,国]

上水道の基幹管路
の耐震化

・防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策等のもと、基幹管路の
耐震化を推進してきた。

下水道施設の
耐震化

・大規模な地震時においても下水道が最低限有すべき機能を確保するため
に、耐震化に取り組んでいる。

道路
[国]

道路橋等の耐震改
修

・緊急輸送道路等の耐震補強を推進。

鉄道
[国]

鉄道高架橋等の耐
震対策

・主要駅や高架橋等の耐震補強を推進し、地震時において、鉄道利用者の
安全確保や一時避難場所としての機能を図る。

※[経]→経済産業省、[厚]→厚生労働省、[国]→国土交通省
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住宅の耐震化・家具等の固定化について
〇 阪神・淡路大震災は、マグニチュード7.3の地震により、最大震度7を記録。死者は6434人に上り、犠牲者のほとんどが家屋の
倒壊や家具などの転倒による即死状態とされている。

〇国土交通省では、「令和12年までに耐震性が不十分な住宅、令和7年までに耐震性が不十分な耐震診断義務付け対象建築物をおお
むね解消する」ことを目標として掲げ、所有者による耐震化を支援している。

東京消防庁「－室内の地震対策ー家具類の転倒・落下・移動防止対策ハン
ドブック」の資料を基に作成

近年発生した地震における

家具類の転倒・落下・移動が原因のケガ人の割合

提供：神戸市

提供：神戸市

出典：国土交通省ホームページ：https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001580488.pdf



住宅の耐震化について

出典：国土交通省ホームページ：https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001580488.pdf 10
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（参考）高知県（室内の安全対策の実施状況）
〇 防災意識や地震防災対策、津波避難対策の現状を把握・分析するとともに、今後の防災対策に反映させることを目的に「地震・津波県
民意識調査」を実施

【取組】
〇ホームセンター（取付器具の販売や取付作業を実施）等と連携した啓発を継続するとともに、起震車(ＶＲ搭載)による揺れ
体験時に補助制度の周知を強化。

〇戸別訪問による啓発(住宅の耐震化、室内の安全対策、ブロック塀（避難路を防ぐ恐れのある）対策)も引き続き実施。

［調査結果］
・室内の安全対策の実施率は４割程度と低く、未実施の割合が６割を超えている。
・未実施の理由としては、「手間がかかる」や「費用がかかる」が上位に挙げられている。
・補助制度（取付作業、取付工賃等に対する支援）の認知率は約３割と低い。

家具や家電の固定など、室内の安全対策の実施状況

■家具や家電などの固定状況 ■家具や家電などの補助制度の認知状況■家具や家電などを固定していない理由
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（参考）家具の固定に関する地域の取組について①（東京都港区）

〇東京都港区では、平成18年4月以降、震災時に家具転倒による人的被害を最小限に抑えることを目的とし
て、区内に居住し、住民登録をしている世帯に対して、決められた範囲内で、家具の転倒を防止する器具
や、食器類の飛び出しを防止する器具などを、無償で現物支給している。

〇 区営住宅、区立住宅、特定公共賃貸住宅に居住する方で、必要な手続きを経て、家具転倒防止を目的に、
ねじ止め器具で壁等に穴を空けた場合、原型復帰義務を免除。（原型に戻す必要はない。）

○ 高齢者・障害者・妊産婦およびひとり親世帯等、家具の取り付けを行うことが難しい世帯には、家具取り
付けの支援も実施している。

■家具転倒防止器具等

■家具転倒防止器具等助成事業

出典：港区ホームページ：https://www.city.minato.tokyo.jp/bousai/kateibousai/kagu.html

パンフレット
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（参考）家具の固定に関する地域の取組について①（東京都新宿区）

61
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68
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災害時要援護者 一般世帯及び生活保護受給者

令和3年度家具転倒防止器具の助成申請及び取付け件数

申請

取付け

（件）

〇 東京都新宿区では、大規模地震発生時に、家具類の転倒等によるけが人の発生防止など、人的被害の軽減
を図ることを目的として家具転倒防止器具取付け事業を実施。

〇 平成19年度から災害時要援護者名簿登録者（以下「要援護者」という。）を対象に開始し、平成23年10月
からは、一般世帯（生活保護受給者を含む。）も対象に加え、事業を拡充。
現在は、全ての世帯に対して事前調査と器具の取付けを無料としている。また、要援護者及び生活保護受
給者に対しては、器具5点まで無料としており、事業を拡充。

対象者 事前調査費 取付け費 器具代
平成19年度～ 要援護者 無料(器具3点) 無料(器具3点) 無料(器具3点)
平成23年度～
（10月～）

要援護者 無料(器具3点) 無料(器具3点) 無料(器具3点)
一般世帯 無料(器具3点) 無料(器具3点) 利用者負担

生活保護受給者 無料(器具3点) 無料(器具3点) 無料(器具3点)
平成27年度～ 要援護者 無料(点数制限なし) 無料(点数制限なし) 無料(器具5点)

一般世帯 無料(点数制限なし) 無料(点数制限なし) 利用者負担
生活保護受給者 無料(点数制限なし) 無料(点数制限なし) 無料(器具5点)

出典：新宿区ホームページ：https://www.city.minato.tokyo.jp/bousai/kateibousai/kagu.html
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医療機関の耐震化に関して①

災害拠点病院とは、「災害時における初期救急医療体制の充実強化を図るための医療機関」で次の機能をそなえるもの
1. 24時間いつでも災害に対する緊急対応でき、被災地域内の傷病者の受け入れ・搬出が可能な体制を持つ。
2. 実際に重症傷病者の受け入れ・搬送をヘリコプターなどを使用して行うことができる。
3. 消防機関（緊急消防援助隊）と連携した医療救護班の派遣体制がある。
4. ヘリコプターに同乗する医師を派遣できることに加え、これらをサポートする、十分な医療設備や医療体制、情報収集システ

ムと、ヘリポート、緊急車両、自己完結型で医療チームを派遣できる資器材を備えている。

6467

586

99
1070

病院の耐震化の状況（R3）

全ての建物に耐震性がある
一部の建物に耐震性がある
全ての建物に耐震性がない
建物の耐震性が不明である

（単位：件）

（耐震診断を実施していない）

※調査病院数8233の内、8222の病院から回答を得た。
※耐震性がない建物とは、昭和56年以前に建築された建物であって、耐震診断の結果Is値
0.6未満（震度６強程度の地震により倒壊又は崩壊する危険性がある。）の建物をいう。

729

42

00
災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化（R3)

全ての建物に耐震性がある
一部の建物に耐震性がある
全ての建物に耐震性がない
建物の耐震性が不明である

（耐震診断を実施していない）

（単位：件）

※調査病院数771の内、771の病院から回答を得た。

（参考）耐震化に関する目標
・ 国土強靱化アクションプラン２０１５（平成２７年６月１６日国土強靱化

推進本部決定）において、平成３０年度までに災害拠点病院及び救命
救急センターの耐震化率を８９.０％とすることを定めていた目標は、平
成２９年度までに達成。
・ 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成３０年１２

月１４日閣議決定）において、令和２年度末までに病院全体の耐震化
率を８０％とする目標を定めていましたが、新型コロナウイルス感染症
の影響等により耐震整備に遅れが生じておりますが、令和４年度中に
は８０％を超える見込み。

調査対象：医療法第１条の5に規定する病院※

調査時点：令和3年9月1日
※「病院」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医業又は歯科医業を行う場所であ
つて、二十人以上の患者を入院させるための施設を有するものをいう。病院は、傷病者が、科学的で
かつ適正な診療を受けることができる便宜を与えることを主たる目的として組織され、かつ、運営され
るものでなければならない。

出典：厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27611.html
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医療機関の耐震化に関して②

■都道府県別の病院の耐震化の状況（南海トラフ地震防災対策推進地域）

出典：厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27611.html

都道府県名 調査病院数 回答病院数 全ての建物に耐震性が
ある病院数（Ａ）

一部の建物に耐震性
がある病院数（Ｂ）

全ての建物に耐震性が
ない病院数（Ｃ）

建物の耐震性が不明
である病院数（耐震
診断を実施していない
病院数）（Ｄ）

(B)と(C)のうち、Is値
0.3未満の建物を有す
る病院数

(B)、(C)及び(D)のう
ち、令和3年度までに
全ての建物が耐震化さ
れる予定の病院数
（Ｅ）

耐震化率((A)／回答病院
数)

令和3年度末の耐震化率
（見込）（(A)＋(E)）／回
答病院数

1 茨城県 174 174 142 4 2 26 1 0 81.60% 81.60%
2 千葉県 289 288 228 21 2 37 6 0 79.20% 79.20%
3 東京都 640 640 511 72 29 28 24 0 79.80% 79.80%
4 神奈川県 342 338 272 31 5 30 7 1 80.50% 80.80%
5 山梨県 60 60 51 3 0 6 2 0 85.00% 85.00%
6 長野県 126 126 100 8 2 16 2 1 79.40% 80.20%
7 岐阜県 97 97 73 10 1 13 4 0 75.30% 75.30%
8 静岡県 170 170 157 10 0 3 2 0 92.40% 92.40%
9 愛知県 321 321 252 32 4 33 8 0 78.50% 78.50%

10 三重県 94 94 76 5 2 11 5 0 80.90% 80.90%
11 滋賀県 58 58 52 5 0 1 0 0 89.70% 89.70%
12 京都府 161 161 109 25 4 23 15 0 67.70% 67.70%
13 大阪府 512 509 366 35 5 103 12 1 71.90% 72.10%
14 兵庫県 348 348 268 25 0 55 13 1 77.00% 77.30%
15 奈良県 75 75 61 9 0 5 4 1 81.30% 82.70%
16 和歌山県 83 83 60 6 3 14 4 0 72.30% 72.30%
17 岡山県 160 160 123 15 1 21 5 0 76.90% 76.90%
18 広島県 235 235 174 18 1 42 9 0 74.00% 74.00%
19 山口県 141 141 101 15 0 25 7 0 71.60% 71.60%
20 徳島県 106 106 83 7 2 14 3 0 78.30% 78.30%
21 香川県 88 87 63 8 2 14 2 0 72.40% 72.40%
22 愛媛県 134 134 105 9 4 16 7 0 78.40% 78.40%
23 高知県 122 122 88 15 5 14 7 2 72.10% 73.80%
24 福岡県 455 455 334 32 3 86 5 1 73.40% 73.60%
25 熊本県 206 206 154 16 0 36 5 3 74.80% 76.20%
26 大分県 153 153 133 4 0 16 1 0 86.90% 86.90%
27 宮崎県 131 131 110 4 0 17 0 0 84.00% 84.00%
28 鹿児島県 234 234 180 14 1 39 3 0 76.90% 76.90%
29 沖縄県 89 89 73 7 1 8 5 0 82.00% 82.00%

合計 8233 8233 6467 586 99 1070 219 13 78.70% 78.80%
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医療機関の耐震化に関して③

■都道府県別の災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況（南海トラフ地震防災対策推進地域）

都道府県名 調査病院数 回答病院数
全ての建物に耐震性が
ある病院数（Ａ）

一部の建物に耐震性
がある病院数（Ｂ）

全ての建物に耐震性が
ない病院数（Ｃ）

建物の耐震性が不明
である病院数（耐震
診断を実施していない
病院数）（Ｄ）

(B)と(C)のうち、Is値
0.3未満の建物を有す
る病院数

(B)、(C)及び(D)のう
ち、令和3年度までに
全ての建物が耐震化さ
れる予定の病院数
（Ｅ）

耐震化率((A)／回答病院
数)

令和3年度末の耐震化率
（見込）（(A)＋(E)）／回
答病院数

1 茨城県 18 18 18 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
2 千葉県 26 26 25 1 0 0 1 0 96.20% 96.20%
3 東京都 84 84 81 3 0 0 1 0 96.40% 96.40%
4 神奈川県 36 36 33 3 0 0 3 0 91.70% 91.70%
5 山梨県 10 10 9 1 0 0 1 0 90.00% 90.00%
6 長野県 13 13 13 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
7 岐阜県 12 12 11 1 0 0 0 0 91.70% 91.70%
8 静岡県 23 23 23 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
9 愛知県 36 36 33 3 0 0 1 0 91.70% 91.70%

10 三重県 17 17 16 1 0 0 1 0 94.10% 94.10%
11 滋賀県 10 10 10 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
12 京都府 14 14 12 2 0 0 0 0 85.70% 85.70%
13 大阪府 19 19 15 4 0 0 2 0 78.90% 78.90%
14 兵庫県 21 21 19 2 0 0 2 0 90.50% 90.50%
15 奈良県 7 7 5 2 0 0 1 1 71.40% 85.70%
16 和歌山県 10 10 10 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
17 岡山県 11 11 10 1 0 0 1 0 90.90% 90.90%
18 広島県 19 19 17 2 0 0 1 0 89.50% 89.50%
19 山口県 15 15 13 2 0 0 2 0 86.70% 86.70%
20 徳島県 11 11 11 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
21 香川県 10 10 10 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
22 愛媛県 8 8 8 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
23 高知県 12 12 12 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
24 福岡県 31 31 29 2 0 0 1 1 93.50% 96.80%
25 熊本県 15 15 14 1 0 0 0 0 93.30% 93.30%
26 大分県 14 14 14 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
27 宮崎県 12 12 12 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
28 鹿児島県 14 14 14 0 0 0 0 0 100.00% 100.00%
29 沖縄県 13 13 11 2 0 0 2 0 84.60% 84.60%

771 771 729 42 0 0 22 2 94.60% 94.80%

出典：厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27611.html
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○学校施設の耐震化の状況（再掲）
項目 具体目標・進捗状況

学校の耐震化 公立学校 耐震化完了 (R2)
⇒99.6% (R3d)

耐震化率＝全国の公立小中学校の建物の総棟数に対する構造体の耐震化が完了している棟数の割合
（R3d）全国の公立小中学校の建物の総棟数114,410棟のうち113,966棟

国立学校 耐震化完了 (早期)
⇒99.5% (R3d)

耐震化率＝国立大学法人等の対象施設保有面積に対して耐震性のある建物の割合
（R3d）対象施設保有面積 2,820万㎡のうち2,805万㎡

私立学校

大学等 耐震化完了 (早期)
⇒94.0% (R2d)

耐震化率（大学等）＝全保有面積に対する耐震性がある保有面積の割合
（R2d）全保有面積4,722万㎡のうち4,440万㎡

高校等 耐震化完了 (早期)
⇒92.3% (R2d)

耐震化率（高校等）＝全棟数に対する耐震性がある棟数の割合
（R2d）全棟数23,608棟のうち21,789棟

平成20年６月改正の地震防災対策特別措置法による
公立学校施設の耐震化事業に係る国庫補助率の嵩上げ
・Is値0.3未満の補強 （１／３ → 嵩上げ後：２／３ ）
・Is値0.3以上の補強 （１／３ → 嵩上げ後：１／２ ）
・Is値0.3未満の改築 （１／３ → 嵩上げ後：１／２ ）
※改築は、コンクリート強度等の問題により、やむを得ず行うものに限る。
※令和３年３月の改正に伴い、国庫補助率の嵩上げ規定は令和７年度末まで延長。

【公立学校】公立学校施設整備事業（学校施設環境改善交付金）
○耐震化促進にかかる支援

【私立学校】私立学校施設整備費補助金・私立幼稚園施設整備費補助金
防災機能等強化緊急特別推進事業に該当する
私立学校施設の耐震化事業に係る国庫補助率の嵩上げ
・Is値0.3未満の補強 （１／３以内 → 嵩上げ後：１／２以内 ）

＜公立：小・中＞

＜私立：幼～高＞

耐震化率の推移※【国立学校】については定額補助。
※「Is値」とは建物の耐震診断により耐震性能を示す指標。



（参考）商工会議所における地震対策①

18
出典：日本商工会議所 https://www.jcci.or.jp/chiiki/202202_BCM.pdf



（参考）商工会議所における地震対策②

出典：日本商工会議所 https://www.jcci.or.jp/chiiki/202202_BCM.pdf
19



（参考）耐震基準に係る地域係数について

〇建築基準法では、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めている。
〇さらに、「建築基準法施行令第八十八条第一項、第二項及び第四項の規定に基づくZの数値、Rt及びAiを算
出する方法並びに地盤が著しく軟弱な区域として特定行政庁が指定する基準」（改正 平成一九年五月一八
日国土交通省告示第五九七号）において、その地方における過去の地震の記録に基づく震害の程度及び地震
活動の状況その他地震の性状に応じた値（1.0～0.7）を定めている。
〇静岡県では、静岡県建築基準条例を改正し、想定される南海トラフ巨大地震等に備え、法が定める耐震強
度の1.2倍を求める基準を義務化した。

■静岡県建築基準条例

出典：静岡県
https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page
_/001/015/956/zs_gaiyouban.pdf

■南海トラフ地震防災対策推進地域における地域係数
地域係数 地方

1.0 以下に記載のない地方

0.9 岡山県
広島県
徳島県のうち美馬郡、三好郡
香川県のうち高松市、丸亀市、坂出市、善通寺市、観音寺市、小豆郡、
香川郡、綾歌郡、仲多度郡、三豊郡
愛媛県
高知県
熊本県のうち地域係数0.8に記載のない地方
大分県のうち地域係数0.8に記載のない地方
宮崎県

0.8 山口県
福岡県
熊本県のうち八代市、荒尾市、水俣市、玉名市、本渡市、山鹿市、牛
深市、宇土市、飽託郡、宇土郡、玉名郡、鹿本郡、葦北郡、天草郡
大分県のうち中津市、日田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、西国東
郡、東国東郡、速見郡、下毛郡、宇佐郡
鹿児島県（名瀬市及び大島郡を除く。）

0.7 沖縄県

「建築基準法施行令第八十八条第一項、第二項及び第四項の規定に基づくZの数値、Rt及びAiを算出する方法並びに地盤が著しく軟弱な区
域として特定行政庁が指定する基準」（改正 平成一九年 五月一八日国土交通省告示第 五九七号）より抜粋 20
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エレベーターの閉じ込め被害（平成30年6月18日 大阪府北部の地震）

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/content/001344498.pdf
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エレベーターの閉じ込め対策

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/content/001344498.pdf
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エレベーターの閉じ込め被害(令和３年10月７日 千葉県北西部の地震)

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001442954.pdf
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エレベーターの閉じ込め対策①

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001442954.pdf
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エレベーターの閉じ込め対策②

⇒エレベーターは更新のタイミングで地震対策を順次実施（耐用年数（25～30年程度））

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001442954.pdf



（参考）エレベーターの早期復旧時の取組について

26出典：日本エレベーター協会 https://www.n-elekyo.or.jp/docs/20150408_elesoukifukkyu_hp.pdf

■エレベーター早期復旧に関して

②「１ビル１台の復旧」について

①エレベーター復旧の優先順位について

複数台のエレベーターが設置さ
れている大規模建物（ビル）
におきましては、１ビルに対し
１台の復旧とし、より多くの建
物のエレベーターの復旧を優先
させていただく場合があります。

③余震が落ち着くまではエレベーターの運行を休止

大規模地震が発生した直後では、
本震の後に高い確率で余震が発
生します。
余震による閉じ込めの発生、エレ
ベーターの被害拡大を防止するた
め、地震発生後は直ちにエレベー
ター運転休止の処置を行い、エレ
ベーターの運行を控えてください。

■地震発生時の安全対応

場合は、エレベーターに損傷がない場合でも技術者の点検を
受けるまで復帰しません。

（震度4～5弱程度以上）を感じて運転を休止した

■地震発生時の安全対応（地震時管制運転装置）
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耐震改修促進法とは

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/content/001466564.pdf
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要緊急安全確認大規模建築物とは

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001466556.pdf
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要安全確認計画記載建築物とは

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001466556.pdf
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耐震診断結果の公表について

要安全確認記載建築物の耐震診断結果の公表状況

要緊急安全確認大規模建築物の耐震診断結果の公表状況

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001580722.pdf

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001580729.pdf
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緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の耐震化
令和４年3月31日時点

⇒（地方公共団体は耐震改修促進計画に記載することで要安全確認計画記載建築物（避難路沿道建築物）に係る道路
の指定ができることとされているが、）指定を行っている地方公共団体の中では、東京都の報告期限が最も早く（平成
27年３月）、公表件数が多い。

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001580729.pdf

（低い＋改修工事中）／計

100%

43%

26%

29%

9%

23％

38％

27％

19%

22%

17%
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緊急輸送道路沿いの無電柱化の取組
〇 無電柱化とは、道路の地下空間を活用して、電力線や通信線などをまとめて収容する電線共同溝などの整備による電線類地中化や、
表通りからみえないように配線する裏配線などにより道路から電柱をなくすこと。

〇発災時には、倒れた電柱で道路が通行できなくなり、災害救助が遅れる恐れがあることに加え、電線が切れた場合には、感電する
などの危険性がある。

地中化による無電柱化 地中化以外による無電柱化

出典：国土交通省ホームページ 「無電柱化の推進」より https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/index.html

例２：軒下配線例１：裏配線
無電柱化したい道路の脇道に電柱を
配置し、そこから引いた電線類を沿道
の各戸の軒下、または軒先に配線する。

無電柱化したい主要な道路から電線
類をなくし、沿道の需要家への引き込
みを裏側から行い、主要な道路を無電
柱化する手法。

電柱倒壊による被害
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無電柱化推進計画（令和3年～令和７年）の概要① 令和4年度第2回 無電柱化推進の
あり方検討委員会資料より抜粋

無電柱化推進計画（R3～R7) 概要 （1/2）
第１ 無電柱化の推進に関する基本的な方針

１．取組姿勢

• 新設電柱を増やさない
特に緊急輸送道路については電柱を減少させる

• 徹底したコスト縮減を推進し、限られた予算で無
電柱化の実施延長を延ばす

• 事業の更なるスピードアップを図る

２．適切な役割分担による無電柱化の推進
①防災・強靱化目的
・市街地の緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的と

する区間は道路管理者が主体的に実施
・長期停電や通信障害の防止や、電線共同溝方式が困

難な区間は電線管理者が主体的に実施
・上記の重複は道路管理者、電線管理者が連携し実施

②交通安全、景観形成・観光振興目的
・安全・円滑な交通確保を目的とする区間、景観形

成・観光振興を目的とする区間は道路管理者、地方
公共団体等が主体的に実施

道路事業や市街地開発事業等が実施される場合は、
道路管理者、電線管理者、市街地開発事業等の施行者
及び開発事業者が連携して実施

２０２１年度から２０２５年度までの５年間

第２ 無電柱化推進計画の期間

第３ 無電柱化の推進に関する目標

<進捗・達成状況を確認する指標>

１．無電柱化の対象道路
• 防災 ： 市街地の緊急輸送道路、長期停電や通信障害の防
止の観点で必要な区間 等

• 安全・円滑な交通確保 ： バリアフリー法に基づく特定道

路、通学路、歩行者利便増進道路 等
• 景観形成・観光振興 ： 世界遺産周辺、重要伝統的建造物

群保存地区 等

３．無電柱化の手法
・電線共同溝方式、自治体管路方式、要請者負担方式、

単独地中化方式、軒下配線、裏配線

２．計画目標・指標
高い目標を掲げた前計画を継承

①防災
・電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化着手率

３８％→５２％

②安全・円滑な交通確保

・特定道路における無電柱化着手率 ３１％→３８％

③景観形成・観光振興

・世界文化遺産周辺の無電柱化着手地区数 ３７→４６地区
・重要伝統的建造物群保存地区の無電柱化着手地区数 ５６→６７地区
・歴史まちづくり法重点地区の無電柱化着手地区数 ４６→５８地区

目標を達成するため、「防災・減災、国土強靱化のための加速

化対策」で着手する約2,400kmも含め、新たに4,000ｋｍの

無電柱化が必要
そのほか、電線管理者（長期停電や通信障害の防止の観点）

や開発事業者による無電柱化あり

４．まちづくり等における無電柱化
・まちづくり等の計画においても無電柱化を位置づけ、地
域の賑わいを創出するような道路空間の整備を推進

・無電柱化を実施する機会を捉え、舗装、照明等のデ
ザインの刷新や自転車通行空間の確保など道路空間
のリデザインを推進

令和３年５月２５日
国土交通大臣決定

出典：国土交通省ホームページ 「令和4年度 第2回 無電柱化推進のあり方検討委員会」より https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/chicyuka/pdf16/07.pdf
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無電柱化推進計画（令和3年～令和7年）の概要② 令和4年度第2回 無電柱化推進の
あり方検討委員会資料より抜粋

第４ 無電柱化の推進に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策

１．緊急輸送道路の電柱を減少
・防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策により無電柱化を推進
・既設電柱については、電線共同溝事業予定区間や電柱倒壊による道路閉塞の影響が大きい区間など
優先順位を決めて、早期に占用制限を開始

・沿道区域において倒壊による道路閉塞の可能性がある工作物を設置する際の届出・勧告制度について、
関係者が連携して道路閉塞防止を実施 等

２．新設電柱の抑制
・道路事業や市街地開発事業等の実施に際し、電柱新設の原則禁止の徹底
・事業認可や開発許可の事前相談時などを捉え、施行者及び開発事業者等による無電柱化検討を徹底
・新設電柱の増加要因を調査・分析を行い、削減に向けた対応方策を令和3年度中にとりまとめ 等

３．コスト縮減の推進
・地方公共団体への普及を図るなどコスト縮減の取組を進め令和7年度までに平均して約２割のコスト縮減を目標
・設計要領や仕様書、積算基準等に盛り込んで標準化を図り、地方公共団体へ普及促進
・配電機材の仕様統一や通信に係る特殊部の設置間隔の延伸化など電線管理者による主体的な技術開発の促進
・地域の状況に応じて安価で簡便な構造・手法を採用 等

４．事業のスピードアップ
・発注方式の工夫など事業のスピードアップを図り、交通量が多いなど特殊な現場条件を除き事業期間半減
（平均４年）を目標（現在は平均７年） 等

５．占用制限の的確な運用
・新設電柱の占用制限制度の拡大や既設電柱の占用制限の早期開始 等

６．財政的措置
・新たな託送料金制度の運用にあたり必要な無電柱化が確実に実施されるよう、関係省庁が連携して対応 等

７．メンテナンス・点検及び維持管理
・国は、電線共同溝の点検方法等について統一的な手法を示し地方公共団体も含めて適切な維持管理を図る 等

８．関係者間の連携の強化
・ガスや上下水道など他の地下埋設物と計画段階から路上工事占用調整会議等を活用し工程等を調整 等

第５ 施策を総合的、計画的かつ迅速に推進するために必要な事項

１．広報・啓発活動 ２．地方公共団体への技術的支援 ３．中長期的な取組

※2,400km

※踏切道改良促進法等の一部を改正する法律（令和3年3月31日成立）

無電柱化推進計画（R3～R7) 概要 （2/2）
令和３年５月２５日
国土交通大臣決定

出典：国土交通省ホームページ 「令和4年度 第2回 無電柱化推進のあり方検討委員会」より https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/chicyuka/pdf16/07.pdf
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都道府県別無電柱化の整備状況

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_13_02.html

○ 東京、大阪、兵庫等の大都市部で比較的整備が進んでいるが、最も無電柱化率が高い東京都でも、
無電柱化されている道路は５％台である。

※ 全道路(高速自動車国道及び高速道路会社管理道路を除く)のうち、電柱、電線類のない延長の割合（R３年度末）で各道路管理者より聞き取りをしたもの
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多様な整備手法の活用（四国電力の事例＜裏配線＞） 令和4年度第2回 無電柱化推進の
あり方検討委員会資料より抜粋

出典：国土交通省ホームページ 「令和4年度 第2回 無電柱化推進のあり方検討委員会」より https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/chicyuka/pdf16/07.pdf
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多様な整備手法の活用（石川県の事例＜軒下配線他＞）令和4年度第2回 無電柱化推進の
あり方検討委員会資料より抜粋

出典：国土交通省ホームページ 「令和4年度 第2回 無電柱化推進のあり方検討委員会」より https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/chicyuka/pdf16/07.pdf
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（参考）令和３年度新設電柱結果の概要

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/pdf/22-02.pdf



（参考）災害への交通の取組について
〇 道路啓開とは、緊急車両等の通行のため、早急に最低限の瓦礫処理を行い、簡易な段差修正等により救援ルートを開けることを
いう。大規模災害では、応急復旧を実施する前に救援ルートを確保する道路啓開が必要である。

〇発災時に優先啓開や交通規制がなされる道路として、災害対策基本法にて緊急輸送道路と緊急交通路に関し規定がされている

緊急輸送道路
⇒避難・救助、物資供給等の応急活動のため、
緊急車両の通行を確保すべき重要な路線を指定

緊急交通路
⇒発災時に被災状況等を勘案し、

緊急通行車両以外の通行を禁止又は制限する
道路の区間を定める

路線指定者 都道府県等 都道府県公安委員会

根拠法令等 災害対策基本法 災害対策基本法

目的 応急活動に係る路線の整備、ルート確保 緊急通行車両の円滑な通行

平時の取組 沿道耐震化促進、無電柱化など ー

発災時の対応 道路啓開 一般車両通行禁止

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/road/bosai/measures/index4.html

放置車両の移動に係る災害対策基本法の一部改正（平成26年11月）

＜改正内容＞
 緊急車両の妨げとなる車両の運転者等に対する移動命令

 運転者が移動させない場合や運転者不在の場合は、道路管理
者自らによる車両の移動（その際やむを得ない限度での破損を
容認し、損失補償規定も整備）

 車両移動のためやむを得ない場合の他人の土地の一時使用、
竹木その他障害物の処分

大規模災害発生時において直ちに道路啓開を進めて緊急車両の通行
ルートを確保するために、道路法に基づく放置車両対策は非常時の対
応としては制約があるため、緊急時の災害応急措置として、放置車両の
移動に係る災害対策基本法の一部改正。

39



道路関連施設の耐震化について

40出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001362423.pdf



橋梁の耐震化に関して

〇災害時の救急救命活動や復旧支援活動を支えるため、緊急輸送道路上の橋梁について、耐震補強（大規模な地震時でも軽微な損
傷に留まり、速やかな機能回復が可能となる対策）を推進している。

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/road/bosai/measures/pdf/r4-3_3.pdf 41



42

（参考）発災時の交通網確保への取組

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001362423.pdf



大規模盛土造成地・液状化への対応
地震による盛土造成地の被害 液状化現象による被害

43

液状化ハザードマップの作成・公表等（H30～）

① 全国の液状化ハザードマップの作成・公表率100％達成
地形区分に基づく液状化の発生傾向図をポータルサイト
「重ねるハザードマップ」で公表

埋立地など
干拓地など
緩勾配の扇状地など
急勾配の扇状地など
山地など

強

弱

地形区分に基づく
液状化の発生傾向の強弱

〇液状化ハザードマップ（地形区分に基づく液状化の発生傾向図）
盛土造成地マップの作成・公表等（H30～）

① 全国の盛土造成地マップの作成・公表率100％達成
ポータルサイト「重ねるハザードマップ」で公表

② 盛土造成地の造成年代調査の実施率100％を達成

〇大規模盛土造成地マップ

谷埋め型大規模盛土造成地

出典：重ねるハザードマップ https://disaportal.gsi.go.jp/

〇 盛土の滑動崩落とは、盛土内部を滑り面とする盛土の大部分の変動や、盛土と地
山との境界面等における盛土全体の地滑り的変動を指し、造成宅地における崖崩
れ又は土砂の流出による被害が発生する。

○液状化現象とは、地震の発生により地盤が強い衝撃を受けると、互いに支持して
いた土の粒子同士が分離し、地盤全体が液体のような状態になる現象を指し、地
盤の噴水噴砂や建物等の沈下・傾斜等の被害が発生する。

〇 自分の住む地域の危険性を把握することを目的として、ハザードマップポータル
サイト『重ねるハザードマップ』で公開するなど、大規模盛土造成地等の抽出・
調査等からなる安全性の確認・把握等を推進中。また、必要に応じ対策工事を実
施する。

※ 当マップは、大規模盛土造成地の概ねの位置を示したものであり、マップに示されている
盛土造成地が必ずしも危険な箇所を示したものではありません。
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